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農業における女性参画の状況（宮崎）
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はじめに

少子高齢化の進展や社会経済情勢の変化などの影響もあり、農業就業人口は減少の一途をたどるなか、農業就業者
の４割を占める女性の活躍は欠かせないものとなっています。

令和７年４月に制定された食料・農業・農村基本計画では、地域をリードできる女性経営者の育成や女性活躍の理解促
進を図るとともに、地域農業の方針策定への女性参画を一層推進するため、農業委員会・農協・土地改良区などの地域
組織の方針策定に参画する女性農業者の割合に対し、KPI（目標と施策の有効性を示す指標）が設定されました。

本資料では農業委員会の女性登用等の農業分野における女性の参画状況を可視化、また、女性活躍の視点から作成
を行いました。今後の女性の活躍推進に向けた基礎資料の一助となれば幸いです。

資料：農林水産省『2020年農林業センサス』
農業経営体（個人経営体）「年齢階層別の基幹的農業従事者数」

注：2005年、2010年及び2015年は販売農家、2020年は個人経営体
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女性の経営参画の状況

35.9

34.7

36.1

30

32

34

36

38

40

全国 九州 宮崎

（％）

経営方針参画者に女性のいる個人経営体割合

経営方針参画者に女性のいる団体経営体割合
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経営方針参画者に女性のいる経営体

令和2年2月1日現在（農林業センサス）で、宮崎県において経営方針参画者に女性のいる経営体は個人経営体で
36.1％、団体経営体では58.0％となっており、いずれも全国、九州の割合を上回っています。

資料：農林水産省『2020年農林業センサス』
農業経営体（個人経営体）「経営方針の決定参画者の有無別経営体数」
農業経営体（団体経営体）「役員・構成員の状況」

※市町村別には「個人経営体+団体経営体」で算出し地図化した。

農業における女性参画の状況（宮崎）



農業委員会における女性委員参画状況

農業委員に占める女性割合

農業委員に占める女性割合の推移

農業委員に占める女性割合（市町村）
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割合（％）うち女性（人）委員数（人）

14.03,21623,029全国

15.34793,127九州

18.559319宮崎

令和5年10月1日現在（農林水産省経営局調べ）の宮崎県の女性農業委員は59人で、県内全農業委員319人に占
める女性の割合は18.5％となっており、全国、九州の割合に比べ高くなっています。

また、農業委員に占める女性割合の推移は、平成21年の7.9％から年々高くなっています。市町村別には女性の
登用割合が25％を超える委員会が「11」ある一方、女性のいない委員会も「３」あります。

※食料・農業・農村基本計画における農業委員の女性割合のKPI：2023年14％→2030年に30％

（％）

資料：農林水産省経営局調べ（令和5年10月1日現在）

農業における女性参画の状況（宮崎）
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農協役員における女性参画状況

農協役員に占める女性割合

割合（％）うち女性（人）役員数（人）

11.21,50113,430全国

9.61661,721九州

3.8380
宮崎

（合併後）

令和５年の各JA（合併前）の役員状況をみると各JAに１～３
名の女性役員が選出（県全体の役員総数252名うち女性役員
23名（女性割合9.1％））されています。しかし、令和６年７月調査
のJA宮崎（令和６年４月１日で１つに合併）は役員数80名で、う
ち女性は３名のみとなりました。役員に占める女性割合は3.8％
で、全国の11.2％、九州の9.6％や早期目標の10％からは低い
状況となっています。

※食料・農業・農村基本計画における農協役員の女性割合の
KPI：2024年11.2％→2030年に20％

資料：JAグループHP：令和6年度JA都道府県女性役員等調査結果一覧

農業における女性参画の状況（宮崎）

割合（％）うち女性（人）総数（人）

11.524,491212,591全国

13.43,94329,485九州

16.396589
宮崎

（合併後）

総代会に占める女性割合

割合（％）うち女性（人）総数（人）

23.84917,9473,850,355全国

21.1291,905435,080九州

20.349,50046,699
宮崎

（合併後）

正組合員に占める女性割合

※JAグループの目標は15％以上

※JAグループの目標は15％以上

※JAグループの目標は30％以上

参考：令和５年時における女性役員数（合併前13JA時点）

注：地図の都合上、JAはまゆうは日南市、JA串間市大束
は串間市に表記した。

資料：農林水産省経営局調べ



土地改良団体における女性理事参画状況

土地改良地区で女性理事を登用している地区

土地改良団体に占める女性割合

土地改良区における女性理事数（市町村別合計）（※2）

割合（％）
女性理事を登用
している地区数

地区数

11.34734,168全国

10.870649九州

10.913119宮崎

令和６年３月31日現在で、宮崎県内の土地改良団体（※1）地区数119のうち女性理事を登用している地区数は13
で女性登用地区数割合10.9％となり、全国平均を下回っています。

また、土地改良団体の女性理事は17人で、県内全理事総数1,093人に占める女性の割合は1.6％となっており、全
国、九州の割合に比べ高くなっています。

※食料・農業・農村基本計画における土地改良区理事の女性割合のKPI：2023年1.4％→2030年に10％

資料：農林水産省農村振興局（令和6年3月31日現在）

農業における女性参画の状況（宮崎）

割合（％）うち女性（人）理事数（人）

1.461444,557全国

1.3866,409九州

1.6171,093宮崎

※1：土地改良区と土地改良区連合を合計した数値を計上
※2：土地改良区の所在する市町村へ合計した女性理事数を計上



農業における女性参画の状況（宮崎）

家族経営協定の状況

家族経営協定とは
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（％）【取り決め内容】

93.5労働時間・休日

93.0農業経営の方針決定

85.4農業面の役割分担（作業分担、簿記記帳等）

72.2労働報酬（日給・月給）

66.1収益の配分（日給・月給以外の利益の分配）

52.5経営移譲（継承を含む）

45.0生活面の役割分担（家事、育児、介護）

43.8労働衛生・健康管理

家族経営協定の取り組み内容（令和５年）

宮崎県の締結数の推移

令和６年の家族経営協定の宮崎県における締結数
は2,283戸です。宮崎県の農業経営体数に占める割
合は10.8％で、全国、九州の割合に比べ高くなってい
ます。また、締結数の推移では、年々増加傾向となっ
ています。

家族経営協定の取り組み内容では、労働時間・休
日や農業面、生活面の役割分担など、性別による分
担意識が強かったと思われる部分の取り組み内容も
含まれています。

家族経営協定締結数（令和６年）

資料：農林水産省経営局調べ

経営体数に占
める割合(％)

締結数（戸）

5.559,587全国

9.215,184九州

10.82,283宮崎

・家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営に参画できる魅力的な農業経営を目指し、経営方
針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な話し合いに基づき、取り決めるもの。



女性参画に
おける特徴



農産物販売金額及び農業生産関連事業売上金額の比較

2020年の農林業センサスにおいて、女性が農業経営に参画している農業経営体と参画して
いない農業経営体で農産物販売金額及び農業生産関連事業売上金額の平均を比較したとこ
ろ、女性が経営に参画している経営体の方が、農産物販売金額及び農業生産関連事業売上
金額とも高い状況にある。

農産物販売金額 農業生産関連事業売上金額

1,698万円

97万円
113万円

1,201万円

資料：農林水産省統計部 役立つデータ分析より
「農業における女性活躍に関する意識・意向調査」（令和5年7月31日）

『農業における女性活躍に関する特徴把握分析レポート』から抜粋

女性が農業経営に参画している農業経営体の特徴把握（個人経営体）



農産物販売金額及び農業生産関連事業売上金額の伸び率の比較

女性が農業経営に参画している農業経営体の特徴把握（個人経営体）

農産物販売金額の伸び率 農業生産関連事業売上金額の伸び率

2015年から2020年の農林業センサスにおいて、女性が農業経営に参画している農業経営体
と参画していない農業経営体の農産物販売金額及び農業生産関連事業売上金額の伸び率の
平均を比較したところ、女性が経営に参画している経営体の方が、農産物販売金額及び農業
生産関連事業売上金額ともに伸び率が高い状況にある。

18.3％

10.8％

13.1％

2.0％

『農業における女性活躍に関する特徴把握分析レポート』から抜粋

資料：農林水産省統計部 役立つデータ分析より
「農業における女性活躍に関する意識・意向調査」（令和5年7月31日）



『農業における女性活躍に関する特徴把握分析レポー』トから抜粋

就農のきっかけ別 現在の農業経営への関わり方

就農のきっかけ別の女性農業者の特徴把握

親元就農・新規参入では「経営者として関わっている」・「共同経営者として関わっている」という回答が多
く、結婚就農では「経営者として関わっている」という回答が少なく、「指示された農作業だけを行っている」
という回答が多い。

資料：農林水産省統計部 役立つデータ分析より
「農業における女性活躍に関する意識・意向調査」（令和5年7月31日）

親元就農

新規参入

結婚就農

雇用就農

その他

指示された農作業
だけ行っている

経営者として
関わっている 無回答

その他農作業以外の
事務作業を手

伝っている

共同経営者として
関わっている

パートナーや親族が経
営を行い、必要に応じ
て意見を述べている

特定部門の責任者
として関わっている

忙しい時だけ
農作業を手
伝っている

（注：雇用就農は回答者5名であるため分析対象から除外）



『農業における女性活躍に関する特徴把握分析レポート』から抜粋

就農のきっかけ別 今後の農業経営への関わり方

就農のきっかけ別の女性農業者の特徴把握

【まとめ】
親元就農・新規参入では農業経営に関わっている女性農業者が多い一方、結婚就農では農業経営に関

わっている女性農業者が少ない状況であった。
これは親元就農の女性は、後継者や共同経営者として経営内部で明確な役割が与えられ経営に参画し

やすい傾向があるものと思われる。また、結婚就農については、家族間における女性の役割分担の状況や
家族の女性の役割に対する意向により経営への参画状況が異なることなどが、結婚就農において経営に
関わっている女性農業者が少ない要因を表していると考えられる。

資料：農林水産省統計部 役立つデータ分析より 「農業における女性活躍に関する意識・意向調査」（令和5年7月31日）

（注：雇用就農は回答者5名であるため分析対象から除外）

全体と比較して、親元就農、新規参入では「経営者として関わりたい」という回答が多い。

（「現状通りでよい」と回答した者を現在の関わり方と同様の関わり方にまとめて集計）

親元就農

新規参入

結婚就農

雇用就農

その他

経営者として
関わりたい

共同経営者として
関わりたい

特定部門の責任者
として関わりたい

パートナーや親族等が経
営を行い、必要に応じて

意見を述べたい
指示された時だけ
農作業をしたい

農作業が忙しい時
だけ手伝いたい

その他農作業以外の事務
作業に関わりたい



『農業における女性活躍に関する特徴把握分析レポート』から抜粋

就農のきっかけ別 研修への参加状況

就農のきっかけ別の女性農業者の特徴把握

新規参入では研修に参加したことがある女性農業者が多い一方、結婚就農では研修へ参加したことが

ある女性農業者が比較的少ない状況であった。

これは、親元就農の女性は後継者や共同経営者として認識されるため、自治体や農協を通して公的機

関での研修にアクセスしやすい。一方、結婚就農の「経営不参加型」女性の背景には、能力形成・学習機

会へのアクセスの乏しさ等がある。

また、研修やグループ活動への参加が、女性の能力形成や学習機会となり、女性の経営参画の意欲

向上や、役割分担に変化を促す可能性がある。

女性農業者が経営に参画するきっかけを作るためには、研修の開催やグループ活動の活性化支援及

び女性農業者が参加しやすくなるような支援が重要と考えられる。

資料：農林水産省統計部 役立つデータ分析より 「農業における女性活躍に関する意識・意向調査」（令和5年7月31日）

（注：雇用就農は回答者5名であるため分析対象から除外）

参加したことがある 参加したことがない 無回答

親元就農

新規参入

結婚就農

雇用就農

その他



農業女子プロジェクトの紹介

農業女子プロジェクトHP：https://nougyoujoshi.maff.go.jp/




